
 

第２５回 中央防災会議議事要旨 

 

 

（開催要領） 

１ 開催日時： ２０１０年１月１５日（金） ８：５５～９：２５ 

２ 場  所： 総理大臣官邸４階大会議室 

３ 出席委員： 

 会長  鳩山 由紀夫  内閣総理大臣 

 委員  中井  洽     内閣府特命担当大臣（防災）・国家公安委員長 

 同   菅  直人   副総理・財務大臣・内閣府特命担当大臣（経済財政） 

（代理：野田 佳彦 財務副大臣） 

 同   原口 一博   総務大臣・内閣府特命担当大臣（地域主権） 

 同   千葉 景子   法務大臣 

 同   岡田 克也   外務大臣（代理：武正 公一 外務副大臣） 

 同   川端 達夫   文部科学大臣・内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

 同   赤松 広隆   農林水産大臣 

 同   直嶋 正行   経済産業大臣 
 同   前原 誠司   国土交通大臣・内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策） 
 同   小沢 鋭仁   環境大臣 
 同   北澤 俊美   防衛大臣 
 同   平野 博文   内閣官房長官 
 同   亀井 静香   内閣府特命担当大臣（金融） 
 同   福島 みずほ  内閣府特命担当大臣 

 （消費者及び食品安全・少子化対策・男女共同参画） 
 同   仙谷 由人   内閣府特命担当大臣 （行政刷新） 
 同   白川 方明   日本銀行総裁 
 同   近衞 忠煇   日本赤十字社社長 
 同   福地 茂雄   日本放送協会会長 
 同   三浦  惺   日本電信電話株式会社社長 
 同   阿部 勝征   東京大学名誉教授 
 同   重川 希志依  富士常葉大学大学院環境防災研究科教授 
 同   泉田 裕彦   新潟県知事 
 同   秋本 敏文   日本消防協会理事長 
 説明者 室﨑 益輝   関西学院大学総合政策学部教授 
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（議事次第） 
１ 開 会 
２ 議 題 
 （１）「地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会」の設置について 

 （２）「首都直下地震対策大綱」等の修正について 

 （３）承認事項 

   ・ 会長専決事項の処理について 

 （４）報告事項 

   ・ 災害教訓の継承に関する専門調査会報告について 

 （５）「我が国の震災対策について」 

   ・ 説明：室﨑 益輝 関西学院大学総合政策学部教授 

３ 会長発言（内閣総理大臣） 

４ 閉 会 

 
（配布資料） 
資料１   「地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会」の設置について 
資料２－１ 「首都直下地震対策大綱」等の修正（案）について 
資料２－２ 首都直下地震対策大綱（修正案） 
資料２－３ 首都直下地震対策大綱 新旧対照表 
資料２－４ 首都直下地震応急対策活動要領（修正案） 
資料２－５ 首都直下地震応急対策活動要領 新旧対照表 
資料３   会長専決事項の処理について 
資料４   災害教訓の継承に関する専門調査会報告（概要） 
資料５   我が国の震災対策 
 
（会議概要） 
１ 議事概要 
 （１）「地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会」の設置について 

 （２）「首都直下地震対策大綱」等の修正について 

 （３）承認事項 

   ・ 会長専決事項の処理について 

 （４）報告事項 

   ・ 災害教訓の継承に関する専門調査会報告について 

 
○  泉内閣府大臣政務官から、議題（１）から（４）について、資料１から資料４に基

づき、説明があった。 
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○  意見交換では、新潟県知事の泉田委員から、全国知事会における、大規模地震に備

えての被災者生活再建支援法及び災害の復興に係る特別立法についての議論、災害発

生時の自治体同士の連携の重要性について発言があった。 
○  以上の説明の後、中央防災会議として、議題（１）から（４）について、原案のと

おり決定・承認されることとされた。 
 
 （５）「我が国の震災対策について」 

  ○室﨑教授から、議題（５）について、資料５に基づき、説明があった。 

  ○意見交換では、重川委員から、防災教育や訓練など人づくりの重要性について、原

口総務大臣から地域の防災力の強化について、秋本委員から、消防団の重要性につ

いて発言があった。 

 

２ 会長発言（内閣総理大臣） 

 鳩山内閣総理大臣からあいさつがあり、１月１７日が阪神・淡路大震災が発生してから

１５年になることを踏まえ、震災で亡くなられた方々に対して哀悼の意が表された。 

 また、ハイチの地震についても言及があり、ハイチに緊急に協力することはもちろんだ

が、同時に、同じことが起きた場合に備え、大いに学ぶべきだとの発言があった。 

最後に、日本ならばどこでも大きな災害が起きる可能性があるということをしっかりと

肝に銘じて、政府一体となって総合的な災害対策に取り組んでいくようにとの指示があっ

た。 

（以 上） 


